
貸 借 対 照 表

2026年  3月 31日 現在 (単位：円)

資 産 の 部

【 流 動 資 産 】  6,088,872,539

現 金  594,304

当 座 預 金  1,495,763,743

普 通 預 金  41,219,357

電 子 記 録 債 権  21,281,480

売 掛 金  941,180,939

貸 倒 引 当 金 △ 1,310,000

製 品  1,242,083,700

原 材 料  980,968,937

仕 掛 品  846,683,201

貯 蔵 品  50,139,532

立 替 金  200,000

短 期 貸 付 金  408,000

未 収 入 金  36,960

前 払 費 用  13,463,892

預 け 金  422,460

仮 払 金  142,008

未 収 消 費 税 等  455,594,026

【 固 定 資 産 】  4,636,745,707

【 有 形 固 定 資 産 】  4,368,042,353

建 物  1,170,178,893

建 物 付 属 設 備  481,260,642

構 築 物  76,434,340

機 械 装 置  660,084,334

車 両 運 搬 具  3,072,160

工 具 器 具 備 品  48,391,699

土 地  1,184,597,120

建 設 仮 勘 定  486,399,365

リ ー ス 資 産  257,623,800

【 無 形 固 定 資 産 】  75,670,274

電 話 加 入 権  566,009

ソ フ ト ウ エ ア  75,104,265

【 投 資 そ の 他 資 産 】  193,033,080

投 資 有 価 証 券  6,329,600

出 資 金  14,568,642

長 期 貸 付 金  2,790,000

差 入 保 証 金  280,000

長 期 前 払 費 用  9,321,320

繰 延 税 金 資 産  42,115,293

そ の 他 の 投 資  1,912,168

保 険 積 立 金  117,028,225

貸 倒 引 当 金 ( 固 定 ) △ 1,312,168

資 産 合 計  10,725,618,246

負 債 の 部

【 流 動 負 債 】  3,422,862,517

支 払 手 形  5,764,407

電 子 記 録 債 務  462,736,882

買 掛 金  439,694,955

短 期 借 入 金  774,456,000

未 払 金  117,484,763

未 払 費 用  74,192,822

前 受 金  1,275,810,659

前 受 収 益  1,182,162

預 り 金  6,050,524

未 払 事 業 税 等  25,155,100

未 払 法 人 税 等  102,683,200

賞 与 引 当 金  98,000,000

リ ー ス 債 務 ( 流 動 )  28,654,043

役 員 賞 与 引 当 金  10,997,000

【 固 定 負 債 】  1,505,079,827

長 期 借 入 金  1,072,754,000

資 産 除 去 債 務  5,200,000

リ ー ス 債 務 ( 固 定 )  260,047,579

退 職 給 付 引 当 金  167,078,248

負 債 合 計  4,927,942,344

純 資 産 の 部

【 株 主 資 本 】  5,794,807,217

【 資 本 金 】  324,750,000

【 利 益 剰 余 金 】  5,470,057,217

利 益 準 備 金  81,187,500

【 そ の 他 利 益 剰 余 金 】  5,388,869,717

繰 越 利 益 剰 余 金  5,388,869,717

【 評 価 ・ 換 算 差 額 等 】  2,868,685

【その他有価証券評価差額金】  2,868,685

純 資 産 合 計  5,797,675,902

負 債 ・ 純 資 産 合 計  10,725,618,246



 
 

個 別 注 記 表 
 
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

イ．その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

② デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）を採用しております。 

 

（2）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

イ．リース資産を除く有形固定資産 

定率法を採用しております。但し、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物(建物附属

設備を除く)、平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物付属設備及び構築物ついては定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物      4～50 年 

機械装置及び車両運搬具  4～15 年 

ロ．リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。また、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

③ ⾧期前払費用 

支出の効果が及ぶ期間で均等償却しております。 

 

（3）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、従業員賞与の支給見込額のうち当期に帰属する部分を

計上しております。 



 
 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

 

（4）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

2．株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増 加 減 少 当事業年度末 

普通株式
（株） 

6,330 － － 6,330 

（2）自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

（3）新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

（4）配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決  議 株式の種類 
配当金の総

額 
（千円） 

1 株当たり配
当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

令和 7 年 6 月 27 日 

定時株主総会 
普通株式 63,300 10,000 令和 7 年 3 月 31 日 令和 7 年 6 月 27 日 

令和 7 年 11 月 26 日 

取締役会 
普通株式 63,300 10,000 令和 7 年 9 月 30 日 令和 7 年 11 月 28 日 

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決  議 
（予 定） 

株式 
の種類 

配当金の 
原資 

配当金の総額 
（千円） 

1 株当たり 
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

令和 8 年 6 月 25 日 

定時株主総会 
普通株式 

繰越利益 
剰余金 

63,300 10,000 令和 8 年 3 月 31 日 令和 8 年 6 月 26 日 

以 上 
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